
危機発生時のメディア対応トレーニング
会見・取材等、臨場感・リアリティあるシミュレーション訓練で対応力を鍛える

不祥事が発生すると、記者会見の開催を余儀なくされる場合があります。デロイト トーマツグループが実施した調査でも、7割超の企業が「可能な限り
速やかに」記者会見を実施すべきと回答しています。

危機発生時の記者会見

RecoveryReadiness Response

危機発生時のメディア対応は、その後の企業イメージに大きく影響します。記者会見や取材対応での不適切な言動によって、事態が悪化したり、信頼

回復が困難になったりします。企業の説明責任を適切に果たすためには、メディアの動きや考え方を予測したうえで、伝えるべき内容を整理し、それを伝

えるための方法を検討する必要があります。

記者会見では、登壇者から司会進行係まで、一挙手一投足が注目され、一つ一つの受け答えが企業のレピュテーションリスクに大きく影響します。

記者会見トレーニングでは、さまざまな危機対応経験のある専門家が、信頼回復の道のりまで見据えたコミュニケーションプランの実現を支援します。記

者経験者も参加する本番さながらの模擬記者会見を通して、対応力の向上、改善点の発見、知識の定着につなげます。

記者会見トレーニング

訓練の流れ

貴社の希望するテーマでシナリオを

作成し、実際の危機発生時に企業

が直面しうる課題を盛り込んだ訓練

を設計します

訓練設計

記者経験者も含む記者役が参加し、

臨場感のある雰囲気で訓練します

模擬会見

会見の準備から本番までの対応を

評価し、改善点を提示します

フィードバック

目的に応じた訓練設計

会見の基礎を理解する
◼ ご希望のテーマで、一般的な事例を

参考にシナリオを作成

◼ 記者会見訓練を初めて体験する

◼ 会見に臨むうえで必要な基礎知識を身

につけたい

対応力を向上する
◼ 貴社の経営環境、規程類の整備状

況等を加味したオリジナルシナリオを

設計

◼ リアルなシナリオで訓練を実施したい

危機対応の流れを理解する
◼ 危機認識直後から説明責任を果た

すまでの一連の危機対応の論点を

含むオリジナルシナリオを設計

◼ 会見に至るまでの危機対応も学びたい

◼ 危機管理規程等の理解度の測定や

課題の洗い出しを行いたい

訓練設計 こんな場合に
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デロイト トーマツ グループ「「Japan Fraud Survey 2022-2024 企業の不正リスク調査白書」

謝罪のため

説明責任のため

事実関係確認等が未了でも

可能な限り速やかに実施

7割超の企業が「可能な限り速やかに」記者会見を実施すべきと回答

謝罪のため

説明責任のため

ある程度説明できる

状況になり次第

記者会見は不要

調査が全て完了してから実施
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危機管理センター

インシデント発生時の緊急連絡先
情報漏洩、法令違反、品質不正、会計不正、サイバー
攻撃など、今すぐにご相談されたい方はこちら

メールでのお問い合わせは

電話でのお問い合わせは

dt_emergency@tohmatsu.co.jp

24時間受付中

0120-123-281

平日9:00~17:00受付

デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社
フォレンジック & クライシスマネジメントサービス

〒100-8363 東京都千代田区丸の内3-2-3 丸の内二重橋ビルディング

TEL 03-6213-1180 FAX 03-6213-1085

E-mail dt-cm@tohmatsu.co.jp

IS/BCMSそれぞれの認証範囲はこちらをご覧ください

http://www.bsigroup.com/clientDirectory

平時の訓練から本番直前のトレーニングまで、様々な企業のメディア対応を支援しています。

支援例

メディア対応の最前線となる広報部門など、担当部署のメディア対応に関する理解を促し、緊急時にも迅速・適切なメディア対応の実現を目指します。

担当部署のメディアトレーニング

座学研修・ケーススタディ

緊急時の迅速な広報対応には、一歩先を読んだ準備が欠かせません。危機対応の流れを理解し、さまざまな事例から導き出されたベスト

プラクティスを学ぶことで、先読みする力を養います。

電話・対面取材のシミュレーション訓練

危機発生後、真っ先に発生するのは、電話による取材や、夜討ち朝駆けを含めた対面取材です。記者の言動やメディアの思考を理解す

ることで、不意の取材を受けた際にも、主導権を握られず、焦らずに対応ができるようになります。記者役が電話や対面で様々な質問を投

げかけ、対応力を鍛えます。

開示文書・HP掲載リリース文や想定QAの作成訓練

危機発生時は、タイトなタイムスケジュールの中で、対外公表資料や、想定QAを作成する必要があります。想定シナリオに応じてリリースや

QAを作成し、講師からのフィードバックで資料作成の質・スピードを向上させます。

業種 事案 支援内容

メーカー

金融

ディベロッパー

不動産

小売

品質不正

システム障害

サイバー攻撃

事件

不祥事

広報担当者トレーニング

模擬会見トレーニング

想定QA作成訓練

会見直前リハーサル

電話取材トレーニング
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